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港湾整備事業における指定管理者制度の導入による取組み 

 

沖縄県土木建築部港湾課 

 

1．はじめに（宜野湾港マリーナの紹介など） 
 
 沖縄県は亜熱帯の島でコバルトブルーの海に囲まれ、琉球王朝時代を含め、独自の歴史文化に恵

まれております。 

 また、宜野湾港マリーナが所在する宜野湾市は、かつて琉球王国・察度王の時代、琉球の根（ね

たて）と呼ばれ、政治・経済・文化の中心であった地域であり、今日も沖縄県の中核を担う都市と

して発展し、沖縄本島の中部及び北部を結ぶ交通上の重要な地点に位置しております。 

 さて、宜野湾港マリーナは、沖縄本島中部の西海岸に位置し、宜野湾市をはじめ、浦添市及び那

覇市の都市圏を擁する、沖縄県における最初の本格的なマリーナです。 

 宜野湾港は、1987 年（昭和 62 年）に沖縄県で開催された第 42 回国民体育大会（海邦国体）の

夏季大会ヨット競技会場として、また国民体育大会後の県民の海洋性レクリエーションの拠点とし

て整備するため、昭和 59年 3月 9日に地方港湾として指定されました。 

 その後、第 6 次港湾整備 5 ヵ年計画から第 7 次港湾整備 5 ヵ年計画に基づいて整備が進められ、

昭和 62年 9月に海邦国体のヨット競技会場として利用された後、昭和 63年から県民の利用に供さ

れました。その後、需要の増大に対応して施設の拡充が図られ、沖縄県における海洋性レクリエー

ションの拠点として利用されております。 

 本マリーナ周辺には、国際的なコンベンション施設である沖縄コンベンションセンター、プロ野

球チームの春季キャンプ地である宜野湾市立野球場、日本一早い花火大会「琉球海炎祭」の会場で

ある宜野湾海浜公園、（トロピカルビーチ、屋外劇場等）が隣接しております。これらの施設は、

多彩なイベントの主会場として利用されており、県内でも有数のコンベンション・リゾートエリア

を形成しております。 

 その他にも、アミューズメント施設やリゾートホテル等が近隣に多数進出しており、 
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沖縄本島中部におけるリゾート・イベントエリアの中核として着実な発展をみせています。 

 また、本マリーナの西方には、平成 26 年 3 月に新たな国立公園として指定された慶良間諸島が

あります。慶良間諸島は、多様なサンゴを擁するサンゴ礁生態系や、多島海景観をはじめとする多

様な海域景観を有し、陸と海が一体となった雄大な景観を有する地域であり、ダイビングや冬場の

ホエールウォッチングなど、良質なクルージング拠点としての魅力を備えております。同地域は、

本マリーナから船で約 1時間程度の好位置にあり、本マリーナの魅力の一つとなっております。 

 さて、本マリーナの現在の収容可能艇数は、浮桟橋等の海上係留が 353艇、陸上ボートヤードが

279艇の計 632艇であり、全体の収容率は約 80％ 
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となっております。浮桟橋には給電・給水が可能なパワーポストがあり、施設内には 15 トンのマ

リーナクレーンや、給油施設など、船舶に必要な設備を備えております。また、現在、既存のマリ

ーナクレーンに併設する形で 35トンのマリーナクレーンを増設中であります。 

 

2．指定管理者制度を導入した取組みの背景 
 
 宜野湾港マリーナは、昭和 63 年の供用開始より、財団法人沖縄県公園・スポーツ振興協会へ施

設の管理委託を行っておりました。 

 指定管理者制度を導入する前は、新規利用者の開拓が行えない等、償還財源となる施設使用料が

伸び悩み、償還財源として一般会計からの繰入金を充当するなど苦しい経営状態が続いており、当

該特別会計事業の経営改善と併せて効果的・効率的な行政サービスの提供が重要課題でありました。 

 その当時、本県における公の施設の管理については、地方公共団体や県が出資する一部の法人等

に限られていましたが、平成15年6月の地方自治法の一部改正により指定管理者制度が導入され、

民間事業者を含むその他の団体も指定管理者として公の施設の管理を行うことができるようにな

りました。 

 同制度は、多様化する住民ニーズに効果的・効率的に対応し、公共サービスの向上と維持管理経

費の節減を図ること等を目的としており、本県において公共マリーナへの同制度の導入について検

討が行われました。その後、民間手法を導入して、より良い行政サービスの提供と経営の改善を図

るため、平成 18年度から同制度が導入されております。 

 

3．導入のねらいと効果 
 
 指定管理者制度の導入のねらいは、前述のとおり民間のノウハウを活用したより良い行政サービ

スの提供と、効率的な管理・運営手法による維持管理費の節減、使用者の需要を把握しながら不要

不急の施設整備を抑制し、地方債の償還財源である施設使用料の確保を図ることにあります。 

 平成 18 年度の指定管理者制度導入後、現在は、第 5 期目の指定管理者である「美ら島・宜野湾

港マリーナ管理運営共同企業体（構成企業：株式会社アイランドボート・街クリーン株式会社）」

による民間のノウハウを活用した管理・運営が行われております。 

 指定管理者においては、これまでのマリーナ施設・類似施設等の管理実績で培った経験やノウハ

ウを活用し、効率的な管理により経費の節減を図り、また、高度かつ専門的なマリーナの知識及び

経験を有する人材を配置することで、より良いサービスの提供等に努めております。加えて、施設

使用料に直結する海上及び陸上における保管収容艇数は、指定管理者独白の広報、宣伝活動等の努

力もあり、着実に増加しております。 

 また県では、指定管理者による管理運営にあたり、新たな駐車場料金システムを導入し、構内の

駐車施設を効率的に管理することで施設使用料収入確保の機会を増やす取組を行いました。 

 このような取組により、指定管理者制度導入前は、管理運営費約 5,000 万円弱に対して年間約

6,000 万円前後の施設使用料収入でありましたが、指定管理者制度導入後の平成 18 年度以降は、

管理運営費がほぼ横ばいであるのに対し、 
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施設使用料収入は 1億円を超えるまでに増加しています。なお、平成 28年度の施設使用料収入は、

約 1億 8,000万円弱となっております。 

 

4．今後の課題 
 
 今年は、宜野湾港マリーナの供用開始から 30 年目の節目を迎えます。現在、指定管理者ととも

に記念イベントの実施を企画中でありますが、その一方で、経年劣化により大規模修繕等を要する

施設等も増えており、県財政当局との折衝を予定しております。 

 また、近年の船艇の大型化（カタマランヨット・マルチハルヨット等）に 
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対応できるバースが備わっていないこと等から、新規艇を募集するためのスペースの確保が困難な

状況にあり、拡張計画の検討が必要となっております。 

 

5．おわりに 
 
 宜野湾港マリーナについては、指定管理者制度を活用することで民間のノウハウを活用した効率

的・効果的な管理運営を行うことが可能となり、その結果として、一般会計からの繰入金を抑制す

ることに繋がったものと考えております。 

 今後も、施設利用の更なる向上を目指し、第三者によるモニタリング調査を行うなど、利用者ニ

ーズに応えるよう、指定管理者と共に日々努めていくこととしております。 

 

6．その他 
 
 沖縄本島の東海岸に位置する中城湾港西原・与那原地区に、平成 28 年 7 月にオープンした「与

那原マリーナ」についてもご紹介させていただきます。 

 本県の自立型経済の成長には、観光振興は重要な要素でありますが、沖縄観光において最も人気

のある海洋性レジャー施設の多くが、冬期に北風の影響を受ける沖縄本島西海岸に一極的に集中し

ており、冬期のマリンレジャーに対応出来ていない現状がありました。 

 このような中、沖縄本島東海岸に位置する中城湾港西原・与那原地区は、冬期でもマリンスポー

ツを楽しむことができる国内有数の優れた海象環境を有していることから、東海岸における海洋性

レジャーの拠点を創出することが検討され、与那原マリーナが整備されました。 

 本マリーナは、ヨット・プレジャーボート等を保管するための施設として、海上係留 66 艇（大

型 32艇、中型 34艇）、陸置き 146艇（小型 132艇、中型 14艇）、ディンギーヨット 30艇、水上オ

ートバイ 50 艇の保管ヤードや給電・給水・給油施設、電動ウィンチなどの設備、管理棟にはシャ

ワー施設、研修室も備えており、東海岸でのクルージング、釣り、ダイビングなどのほか、ヨット

競技等の冬季合宿としての活用も可能な施設となっております。 

 また近隣には、人工ビーチ、公園、パークゴルフ場等を有するクリード西原マリンパークや商業

施設等も立地しており、アフタークルージングを楽しめるマリーナとして利活用されることについ

ても期待しているところです。 

 加えて、中城湾港西原・与那原地区は、平成 27 年 5 月に大型 MICE 施設の建設が決まり、平成

32 年の供用開始に向けて着々と取組が進められており、今後、沖縄本島東海岸地域の魅力ある観

光スポットになるものと注目されています。 

 最後となりますが、これら本県での取組が貴都道府県にお役に立てば幸いです。 
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